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は じ め に  

 

低成長経済の定着、少子高齢社会の到来、情報化の進展、生活様式の多様化

など経済社会環境が大きく変化している中で、行政もまたこれまでどおりの行

政スタンスで行財政運営を行っていくことが難しくなってきています。中央集

権から地方分権への移行が必要となってきており、地方自治体の役割と責任は、

ますます大きくなっています。一方で、国と地方が抱える債務は 700 兆円を超

え、行財政を取り巻く環境は極めて厳しくなっています。 

 このような中、北広島市は、平成 15 年 6 月に「行財政構造改革の推進方針」

を策定し、４つの重点項目を掲げて新たな改革に着手しました。「北広島市行財

政構造改革委員会」は、15 年 7 月に設置され、市のおかれた状況を仔細に把握

しながら、市がめざす改革の方向性が妥当なものかどうかを、あくまでも市民

の目線から検討することをめざして議論を重ねてまいりました。このたび、そ

の内容を次のとおり提言としてまとめましたので、報告いたします。 

これからの自治体運営では、限られた財源の中、市民と行政が知恵を出し合

うことが求められています。今後も市民の視点で行政運営を推進するために、

この提言を十分に尊重して、改革を着実に実施し、成果をあげることを期待い

たします。 

 

北広島市行財政構造改革委員会 

 

              委員長  横 山 純 一 

 

委 員  小 山 光 一     

 

委 員  佐 藤 芳 弘 

 

委 員  谷 本 雄 司 

 

委 員  安 田 睦 子 
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提言にあたっての基本的な考え方 

 

 

 当委員会では、下記の市の行財政構造改革の基本方針の枠組みや重点項目の

捉え方を妥当なものと考え検討に着手しました。延べ１４回に渡る議論を行う

なかでそれぞれ専門的な立場で得られた知見を活かし、改革項目の各論ごとに

広汎な議論を行い提言としてまとめました。 

 

 

 

北広島市においては、平成８年度に「行政改革大綱」を策定し、継続的な改

革の取り組みを始め、さらに平成１３年度には、「地方分権時代における行政改

革の推進方策」を定め、地方分権型行政システムの構築を目指し多様な視点か

ら改革を進めてきた。 

 しかしながら、地方自治を取り巻く行財政環境が急激に変化していく中で、

市民の視点に立ち、さらなる効率的で効果的な行財政運営を図る必要が生じた

ことから、平成１５年度に新たな行財政構造改革に取り組んだ。この改革を実

効性あるものとするため、次の４つの項目を重点テーマとして、行財政システ

ム全般についての改革・改善を推進することとした。 

 

重点項目 １ 政策評価の推進 

目的と成果を重視する行政運営への転換、情報公開による政策の透明性と説

明責任の確保、職員の意識改革や政策形成能力の向上などをねらいとして、計

画(Plan)→実施(Do)→評価(Check)→改善（Action）というマネージメントサイ

クル(PDCA サイクル)の確立を目指す。 

具体的には、評価の結果を事務事業の選択や重点化及び改善などに活用する

とともに、市民に公表する。 

 

重点項目 ２ 市民参加・協働の推進 

市民との協働社会の実現に向けて、行政施策に対する意見提出手続きなど、

市民が行政に参加する制度づくりや市民との協働の基本方針づくりを進める。 

また、市民参加の前提には、市民と行政との情報の共有化が必要なことから、、

わかりやすい行政情報を積極的に提供し公開を行う。 

 

 

 

北広島市の行財政構造改革の基本方針 
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重点項目 ３ 健全な財政運営の推進 

市民生活に必要な行政サービスの水準を確保していくためには、財政の健全

性を維持することが重要である。このため、市民負担の公平性も視野に入れて

財源確保の方策を総合的に実施していく。 

また、より効率的な行財政運営を図るため、コスト意識に基づいた民間経営

の改革手法や発想の活用方策を導入する。 

 

重点項目 ４ 行政運営システムの改革の推進 

行政の効率性や質の高度化に対応するための行政運営や、簡素で効率的な行

政組織、職員配置等の人員等について改革を進める。 

また、多様化する市民ニーズや地方分権に対応した行政サービスなど、行政

課題に的確に対応できる職員の育成・確保を推進する。 
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重点項目１ 政策評価の推進 

 

  

 

 

 

 市の行政活動は、「政策―施策―事務事業」の３つの階層として捉えることが

でき、それぞれのレベルで評価を導入することが考えられる。本市においては

まず事務事業の評価を行い、その習熟度に応じて施策評価、政策評価にステッ

プアップしていく。 

限られた人材、財産、予算を効率的・効果的に活用するためのシステムとし

て、平成 12 年から政策評価導入の検討を始め、試行を実施してきた。平成 15

年度からは実施段階に入り、事務事業の選択や重点化及び改善などに活用する

とともに、事務事業の評価結果を記載した調書を市民や議会に公表し、市の行

政運営を議論するための活用を行っている。 

 

１ 事務事業評価の実施 

 ・平成 15 年度と 16 年度の２か年ですべての事務事業を評価し、翌年度の予

算編成や第 2 次実施計画の策定に活用 

 ・平成 17 年度は 1 年間で全事務事業を評価し、施策評価を試行しながら、第

２次実施計画の進行管理に活用 

２ 事務事業評価の流れ 

 ・１次評価…………事務事業を所管している担当課等が自己評価を行い、最

終的に部局全体の評価とする。 

 ・ヒアリング………政策評価推進チームにおいて２次評価に向けてヒアリン

グを実施する。 

 ・２次評価案作成…客観性や総合性を確保するため、１次評価とヒアリング

を踏まえ、政策評価推進チームにおいて２次評価案を作

成する。 

 ・２次評価決定……行財政構造改革推進本部において審議し、２次評価を決

定する。 

 ・情報公開…………ホームページ及び冊子（市役所各出張所等に配置）で評

価結果を公表する。 

 

 

 

１ 事務事業評価の実施 

市がめざす改革の方向性 
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 これまで行政は、議会の議論を踏まえながら様々な施策の展開を行ってきた

が、その際市民が参加する機会・制度が準備されていない部分も多かったよう

に思う。この事務事業評価は、行政、議会、市民が情報を共有する１つのツー

ルとして公開し大いに活用されることが望まれる。 

 

◇事務事業評価について 

 公開された事務事業の評価調書をもとに、市の施策に関して市民や議会との

間で議論のやりとりが進むことが想定できる。事務事業評価のシステムが充実

し、次の施策評価や政策評価に移行していく際には、市民が参加する機会・制

度が必要になってくるものと考えられるので、今後市民による第三者評価の導

入も検討してみる必要がある。 

 

今後、行政施策の記録として事務事業評価調書が蓄積されていくことで、こ

れをベースに、市民との間でより良い北広島市を目指した議論が展開されるで

あろう。事業を実施するかどうかの最終的な決定は、総合的な観点から市長が

判断するにしても、評価調書を公開し市民と情報を共有することは、市民参加

を進める上で不可欠な基幹システムと考えることができる。今後多くの市民に

評価結果の情報が浸透する方策を検討する必要がある。 

 

  

 

 

 

委員会の提言 
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重点項目２ 市民参加・協働の推進 

 

 

 

 

 

市民ニーズを的確に捉え行政サービスの効率的な提供を図っていくために、

市民一人ひとりが行政に直接意見を言える機会を拡充する新たな方策や仕組み

を用意し、幅広く市民の英知を反映する市政運営をめざし、この「市民参加」

をより具体的で効果的なものにしていく。 

 

１ 市民参加制度の条例化 

  市民参加の手続きがその時々の判断に委ねられることなく実施され、市政

運営の様々な分野に参加できることを制度として保障するため、市民参加制

度の条例化を進める。 

①市民参加条例に盛り込むべき項目と内容 

  「目的」「基本理念（考え方）」「市民の役割と責務」「市の役割と責務」「会

議公開の原則」「委員の市民公募」「市民参加の方法」「住民投票の実施」「市

民参加事業の見直し」「条例の見直し」などの項目を想定しているが、これ以

外の項目であっても市民とともに検討を行う。 

②市民参加条例策定のプロセス 

  生活者である市民の意向を市政に反映させるための仕組みづくりであり、

行政だけで検討・策定するのではなく、原案段階から市民とともに考えて策

定を進める。 

  このため、公募による市民・学識経験者・各種企業・団体の代表者等で構

成する条例策定に向けた審議組織を設置し、検討過程を公開して一次素案を

作成。パブリックコメント等により修正し、素案を完成させ、その後市で条

例原案として整備し議会審議を受け条例化を行う。 

  この条例の制定に向けたプロセス自体が市民参加を推進する重要な第一歩

であり、幅広い市民論議の展開を図る。 

 

 

 

地方分権時代を迎え、市民と行政がそれぞれの役割を担いながら、地域が持

つ環境や資源を利活用したまちづくりが期待されている。市民主体のまちづく

りを行うためには、行政の透明性を高めるとともに、意思形成過程に多くの市

２－１ 市民参加に関する条例の制定に向けた具体的プロセス・手法について

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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民の英知を反映する市政運営が不可欠となる。 

市民参加条例は、市民参加を進める上での「憲法」のような役割を担う重要

なものと位置づけられ、条例を制定することにより、制度としての普遍性が得

られ、将来に向けて市民参加を担保することが可能となる。 

 

◇市民参加条例に盛り込むべき項目・内容について 

市民参加手続きを行わなければならない事業の範囲については、一番大事な

前提条件として定義したほうが良いと考える。また制定に際しては、すべてを

白紙の状態から検討を始めるのでは、経験の少ない市民にとっては大きな負担

であり、市民で話し合う時のルール、話し合うテーマのポイントなど、最低限

話し合いの条件を出すことは必要なことである。 

 

 市民参加条例に盛り込む内容については、その作成にあたる市民の意向によ

るのは当然のこととしても、事務処理手続きを含めた細かな内容は盛り込まず、

基本理念、基本事項だけのほうが望ましいものである。この際少数意見が見落

とされることがないよう制度づくりの際に配慮するとともに、市民の付託を受

けた市長、市議会議員との役割を整理し、新しい市民参加と相乗効果を生むこ

とができるように制度の組み立てを行うことが望まれる。 

 

◇市民参加全体について 

行政の様々な分野で市民参加が行われていく際には、行政だけの判断で市民

ニーズの選択を行うのではなく、多様な価値観をもつ市民が加わって論議を重

ねていくことが必要である。この際、行政において当初予想していない課題が

市民から提起されることも予想される。行政の側は、それをできないこととし

て否定してしまうのではなく、受け止める体制を行政側がある程度準備してお

くことが重要と考える。 

 

市民のニーズがどこにあるのか、行政施策の満足度を見極める作業は常に必

要である。ニーズにあった行政施策を実施する場合は、市民の協力も得られる

ものと考える。市民参加が進むにしたがって、この多様なニーズの違いを調整

する必要が生じてくる。多様な価値観を出し合い、ぶつかり合うことは市民参

加の一つの効果とも考えられるが、そこで対話を止めることなく市民参加を継

続し育てていくことが行政に求められる一番の課題であるといえる。 

 

住民は、サービスの受け手だけではなく、提供する側にもなることができる。

それがこれからの市民自治のかたちと考える。市民参加は話し合い、考え、そ
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して行動していくことに意味がある。小さな一歩の積み重ねを重視することが

市民参加の成功の条件と考えられる。 
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 市では、協働を「公益活動団体と行政がそれぞれの特性を認識・尊重し合い、

意思の疎通を図りながら、共通する公益的課題の解決や社会的目的の実現のた

めに対等な関係で協力・協調を図ること」と定義した。複雑多様化する社会環

境と市民ニーズに対応するため、地域社会と密接した活動を行う公益活動団体

と協働することにより、これまで以上に市民満足度の高いサービスの提供を図

る。 

 

１ 協働を促進するための方策 

  次に掲げる事項の具体化を進める。 

 ①公益活動の重要性が認識されるような情報発信を行い、市民理解を深める

ことにより「活動を支える社会風土の醸成」を行う。 

②活動の自主性を損なわないよう配慮しながら「活動の助成」を行う。 

③団体の組織を担う人材の育成や組織のマネジメント能力を育成するため

「人材の育成、組織基盤の強化」を行う。 

④行政との協働を進める前提として「情報提供、情報交換の推進」を行う 

⑤地域住民との交流促進や団体の活動を活性化するために「活動の場の確保」

を行う。 

２ 協働をすすめる庁内体制づくり 

  公益活動団体と市職員の相互理解と信頼関係の構築が最優先課題である。 

 ①職員の意識改革（研修） 

  協働のあり方や公益活動団体の理解を深めるとともに、活動への積極的参

加を推奨する。  

②協働の事例の積み上げによるノウハウの蓄積、共有化 

  市の事業との協働の事例を増やし、団体についての情報の集積と共有化を

進める。 

３ 協働の指針策定への取組み 

  公益活動団体と行政がお互いの特性を活かし、協力して課題に取り組むた

め、市民、NPO 法人、学識経験者、関係機関等の参画を得て、市における公

益活動団体との協働の指針策定への取組みを行う。 

 

 

 

２－２ 公益活動団体との協働の指針策定などに向けた取組み 

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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今は、政策創造型、参加型の市民活動が活発化する傾向にあり、行政は、そ

ういった市民活動と、対等に向き合いながらそれを生かしていくことが今後重

要な課題になると想定できる。すでに各種の団体は地域社会に密接した活動を

展開しており、今後行政だけでは対応できない多様な社会ニーズに、公益活動

団体と行政が連携して施策を展開することにより、団体の「先駆性」や「専門

性」「機動性」によって、一層きめ細やかな公共サービスの提供をすることが期

待できる。 

また公益活動団体が行政との協働を通じて市政へ参画することで、市民自ら

が地域社会の課題を解決していこうとする「住民自治」意識の醸成へつながる

ことも期待され、活動団体の自主性を尊重しながらより良い協働関係の構築に

むけた指針などを早急に整備することが望まれる。 

 

◇協働を促進するための方策について 

協働のまちづくりを実現していくためには、協働する目的は何なのかを整理

してから進めることが必要である。また、市民の参加意識は、政策や計画の中

に市民の考えを取り入れて、それを実現していくことで高まっていく。市民参

加の前提として、市民と行政の情報の共有化が必要である。 

  

◇協働をすすめる庁内体制づくりについて 

公益活動団体の中には、住民に密着した情報や実態を市以上に持っている場

合が少なくない。市民にとって身近できめ細かいサービスを効率よく提供する

ためには、公益活動団体や市民活動団体から行政にはないノウハウを引き出し

て活用する仕組みをつくる必要がある。 

 

公益活動団体が活動する上で一番必要としているのは、継続的に使用できる

活動の場所であり、また情報やノウハウのやりとりをきめ細かにできるような

市役所の窓口である。市民の公益的活動を総合的にサポートする担当窓口の設

置が強く望まれる。 

 

◇その他 

図書館で活動している市民活動団体のような、専門性、先見性を持った団体

に市の業務を委託するのは、市民へのサービス向上にもつながり非常に意味が

ある。内発的に活動しているグループへの支援という意味合いを含めて業務の

委託を進めることを望む。しかし、公益活動団体であっても、業務を委託した

場合には、提供しているサービスの内容を厳しくチェックすることは当然必要

である。 
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重点項目３ 健全な財政運営の推進 

 

 

 

  

 

補助金の対象となる事業は、公共性や公益性を有し市民福祉の向上に効果が

認められることが必要であることから、補助金交付の透明性及び効果を高める

ため、次の見直しを実施する。 

 

１ 補助金等に関する基準の策定 

 ①運営費補助から事業費補助への切り替え 

   補助金の使途の透明化や適正な執行を図るため、育成すべきとされる団

体を除き原則として運営費補助を廃止し事業費補助に切り替え、定率もし

くは定枠の補助金とする。 

 ②補助金等の終期設定 

   原則として３年間を補助期間とし、期間終了ごとに補助の効果やあり方

を審査し継続が必要かどうか判断する。 

 ③団体事務の行政部局への委任の禁止 

   団体の組織育成の観点から、原則として行政部局は団体事務を行わない

ものとする。 

 ④類似補助金等の統廃合 

   補助金の交付先や内容の類似しているものについては、統廃合をすすめ

効率化を図る。 

 ⑤補助金等の審査方法の確立 

   公共性・公益性を判断できるチェック表を作成し、補助金の審査を行う

とともに、補助金執行後の事後チェック体制の強化を図る。 

   

２ 市民などによる補助金等を審議・答申する機関の設置 

  市民などによる補助金の審査機関を設置し、補助金等の内容について審査

を行う。 

 

３ 公募型補助金制度の確立 

  市民の公益・公共部門への積極的な参加を支援するため、公募による補助

制度を確立する。 

 

３-１ 補助金・交付金のあり方について

市がめざす改革の方向性 
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各種の補助金は、市民の特定の事業や育成を助長するために公益上必要があ

ると認めた場合に支出されてきたものであるが、当初の目的が達成されたもの

や、効果や必要性の面での妥当性が欠如すれば、当然に見直しを実施するとい

うことは忘れてはならないことである。このため時代のニーズにそぐわないも

のは、やはり一定の終期ごとに見直しを行うことを制度化することや、市民の

意見を反映する仕組みを盛り込むことは、どのような時代にあっても必要な取

組みである。 

 

◇運営費補助から事業費補助への切り替えについて 

補助金の対象を活動団体の運営費から事業費へ切り替えることを基本としな

がらも、運営費補助のほうが活動しやすい場合もあることが想定される。今後

各種活動団体などに対し、新たに期限をもった補助金を交付する場合には、団

体の運営が軌道に乗るまでの間、運営費補助が意味を持ってくる場合が考えら

れる。事業費でないものは一律廃止ということではなく、やはり時代のニーズ

に合わないものがあるとしたら廃止するという考え方になるであろう。 

 

◇評価の基準づくりについて 

 補助金の審査方法については、公共性・公益性を数量化するのは非常に難し

いが、５段階評価などで一定の客観性をもって評価し活動内容を公表していく

ことは必要なことであり、弾力的な対応を行う必要はあるが、評価方法を確立

するよう努力する必要がある。 

 

◇補助金等の終期設定について 

 原則３年というのは、期間も含めて非常に良い。補助金を既得権のように継

続するのではなく、３年で成果を出してもらうということは大事な視点であり、

その成果により削減と重点化を行っていくことも必要なことと考える。 

 

◇補助金等の審議・答申する機関の設置について 

 補助金等を審議・答申する機関において市民による検討を行う場合、行政内

部では必要性が高いにも関わらず、市民にとってはその団体の活動がわかりづ

らいものがある。「補助の廃止」という選択肢があることも考慮すると、市民に

わかりやすく説明することはとても重要なことであり、補助金をうけている活

動の評価方法やその公開等とあわせて十分な検討を行う必要がある。 

 

委員会の提言 



 13

◇ 公募型補助金制度の導入について 

新しい補助金ニーズに応えるために「公募」性を採用した点は、今後の市民

活動にも即した対応だと考える。この募集の際には市民に情報が行き渡るよう、

特定の団体だけが知っているというようなことのないよう十分配慮する必要が

あり、また、厳格な審査基準・評価基準を設定し客観性を保つよう努めること

が重要である。 
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１ 負担金・分担金 

 一部事務組合については、組合自らが業務の見直しや事務の効率化を図り、

負担金の軽減を図るよう、構成団体として要望していく。特に道央地区環境衛

生組合については、し尿処理のあり方の再検討などについて要望していく。 

 政策形成行為に係る協議会等負担金については、あらためて加入意義の再検

討や負担金の減額について要望していく。また、その他の協議会等負担金につ

いては、加入意義の再検討と脱会に向けた検討を行うとともに、負担金の減額

について要望していく。 

 

２ 使用料・手数料 

 施設の維持管理経費について、サービスを利用する人と利用しない人との「負

担の公平性」を考慮し、受益を受ける利用者に負担を求めるとともに、減額・

免除制度の見直しを行う。 

 ①現行の使用料・手数料の管理コストや原価等の状況を検証し、他市の状況

等も踏まえ、適正価格への見直しを行う。 

 ②現在無料の行政サービスについても、原則有料化への見直しを行う。特に

家庭系廃棄物については、有料化とともに減量化の方策を含め検討する。 

 ③実質的に利用者の負担があるもの（配食サービス利用料、各種検診負担金、

学童クラブ保護者負担など）についても、原価を検証し、適正価格への見

直しを行う 

 

３ 扶助費 

 現在行っている扶助的サービスのうち「国や道の基準を上回っているもの」

「市独自に助成しているもの」などについて、その必要性や費用対効果等の視

点から見直しを行う。 

 

 

 

受益と負担のあり方については、たとえば、いつも無料で体育館やパークゴ

ルフ場を利用している人とまったく利用しない人がいることを考えると、無料

というのは逆の意味の不公平さを持つのではないかという考え方がある。今後

使用料等を見直しする際は、負担するコストの範囲などについて、市と市民と

３-２ 受益と負担について 

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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の間で丁寧な論議を行うことが必要なプロセスである。 

負担金・分担金については、市が団体に加入している効果を確認し、その団

体が時代の変化に即した活動がなされているか、常に検証することが基本的に

重要である。 

 

◇負担金・分担金について 

一部事務組合については、その業務自体を委託するとか指定管理者制度を導

入するとか検討してみることも必要である。そのことによって、構成市町村の

負担金が減ることも考えられる。し尿処理のあり方については、大きな課題を

含んでいるので、早急に必要な検討に着手する必要がある。 

 

◇使用料・手数料について 

施設の管理コストと使用料の関係については、コストに近づけて使用料を上

げていくのか、使用料に見合うように維持管理水準を下げてコストも下げるの

か、そのときのコストに含めた管理費・維持費は高いのか安いのか、行政がき

ちんと計算し公開する必要がある。その上で負担をする市民と十分な協議を進

める必要がある。 

 

現在無料の施設について、まず行政サービスにはコストがかかっており、サ

ービスが無料ではないことを市民に分かってもらうことが先決である。そのコ

ストが適正なものなのか、また、サービスの質を高めるためには、これだけの

負担が必要になるという説明は今まであまりされてこなかったといえる。今後

は、そこから始める必要があると考える。 

 

施設の使用料については、もう少し負担を求めるというのは基本的に正しい

選択だと思われるが、前提として民間のコスト削減努力と同様の徹底した取組

みを継続的に行い、その経過を市民に知らせる努力が不可欠である。 

 

使用料・手数料については、減額や免除の基準も見直す必要がある。政策的

に無料にするという部分は残されるが、その根拠付けをはっきり市民に示すこ

とは必要なことであり、その上で、管理コストと使用料負担の関係について、

負担をする市民との間で一つ一つ丁寧な話し合いを行いながら、できるだけ早

い時期に改革に着手する必要がある。 
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１ 市税の収納率向上対策のさらなる強化について 

(1) 徴収体制の強化の取組み 

滞納を防ぐには、未納が分かった時点での迅速な対応が重要である。早

期取組みにより滞納を増やさないことを目標にする。 

◇収納強化週間等を設定し、夜間や休日の電話催告・納税相談などを実施 

◇管理職を含めた職員による徴収業務支援体制の強化 

◇滞納管理システムの導入による滞納者管理事務の効率化を図るなど 

(2) 徴収方法の多様化 

  ◇口座振替のさらなる促進及びＰＲ 

  ◇収納窓口の範囲拡大、及び取り扱い時間延長のためコンビニエンススト

アでの収納取扱の検討 

(3) 悪質滞納者への対応 

  ◇行政サービスの制限等を盛り込んだ、滞納者に対する特別措置に係る条

例制定を検討 

２ 税外収入の確保 

  税以外の自主財源の確保や負担金・使用料等の滞納防止策に取り組む。 

(1) 公共物等への有料広告の掲載等 

  ◇印刷物への広告掲載 

  ◇公共施設の内外における広告の掲示 

(2) 負担金・使用料等の滞納防止と収納率の向上 

  ◇保育料、市営住宅使用料等の徴収は、市税の収納率向上対策に準じて進

める。また、関係課の連絡調整会議を開催し、収納率向上を図る。 

３ 課税自主権の活用及び住民参加型ミニ市場公募債の発行 

  新税の創設、住民参加型ミニ市場公募債の導入について検討する。 

 

 

 

自治体の根幹を支える税については、公平な課税と徴収に努めるという基本

を常に念頭に置き、市民に不公平感が生まれないよう、納税についての適切な

対処が必要だと考える。今回検討された新税の創設については、行財政改革の

効果が十分に達成され、市民に理解された後に検討するという順番になるもの

と考える。 

３-３ 財源確保の方策について

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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◇収納率向上対策について 

特に各種収入の収納率の問題については、使用料などについても収納率が悪

くなっているものの対策に、外部のマンパワーを借りて委託徴収するだとか、

きめ細かな対策をする必要がある。収納率向上対策としては、滞納になり督促

状を発行してから徴収に行くより、時間が経って溜まると大変なことになるか

ら、すぐ行くようにすると徴収率は相当違ってくるものと考える。 

 

徴収担当部局も現状の人員でどれだけ効率的にできるかを検討し、平易にで

きることはマニュアル化して対応し、きめ細かいところだけ専門職が個別対応

するなど効率化を図る工夫をすることが望まれる。 

 

財政が厳しい中、税を払っていない人がいると負担の公平性を大きく欠くこ

とになり、徴収体制を強化することによって収納率を上げることが望まれる。 

 

◇税外収入の確保について 

 各種使用料とか利用料も未納の人が多いと想定するが、税以外の使用料・利

用料などの徴収について、どうやって関連して効率よく徴収するのかもこれか

らの課題であり、関係課の連携を強めていく必要がある。 
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 自主財源の確保等の手段として、未利用市有地の処分等を積極的、計画的に

実施する。 

 

１ 未利用市有地の現状把握と分類 

  未利用市有地連絡会議を設置し、全庁的に未利用市有地を調査し、把握す

る。把握した土地は、将来の土地利用や公共施設の配置などを総合的に勘案

し、保全地、利用予定地、処分地などに分類する。 

２ 未利用市有地の処分等について 

  分類の結果、将来的に利用の見込めない未利用市有地については、処分等

の実施計画を策定し処分する。 

 

 

 

未利用地の売却を行うことは、開発が行われることによりその土地の周辺に

及ぼす波及効果や固定資産税の収入を見込めることなどからも有効な方策と考

えられる。 

 

売却する土地は公共の用地であり、単に売却するのではなく地域のまちづく

りと合わせられる提案型の売却を行うと良いと考える。また地域に貢献する事

業を提案する者に、無償または安価で借すなどして民間の意欲をバックアップ

すると、行政の財産を有効に使えるのではないかと考える。 

 

市有地売却等の情報は一回限りではなく、何回も目にとまるように積極的に

PR していくことが望まれる。 

３-４ 未利用市有地の処分等について

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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公共施設の整備については、従来の整備手法にとらわれることなく、PFI（プ

ライベート・ファイナンス・イニシアティヴ）導入の可能性について検討し、

市事業への適正な導入を図っていく。 

１ ＰＦＩ導入検討対象事業の抽出基準 

  検討対象事業は、建設費用がおおむね１０億円以上の事業とする。 

２ ＰＦＩ事業の実施手順 

庁内に PFI 導入検討委員会を設置し、事業担当課が抽出した事業のＰＦＩ

適性について、外部アドバイザー等を活用して導入可能性調査を行い、導入

の可否について判断する。その後は、ＰＦＩ法に基づく手順に従って事務を

進める。 

  

注：PFI とは平成１１年に公布された「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律」に基づく社会資本の整備及び公共サービスの提供を行う手法。 

 

 

 

 これからの公共事業のあり方としては、施設の維持管理のコストも含めＰＦ

Ｉは有効な手段の一つであると考える。 

 

ＰＦＩには行政側のコスト削減効果と同時に、民間に行政の仕事を開放する

という二つの意味合いがある。このうち施設の建設、運営などについて地元企

業がみんな排除されてしまうことになるとＰＦＩの趣旨が生かされない可能性

がある。最大限地元企業について配慮する姿勢や視点を持つことも市には必要

である。 

３-５ ＰＦＩの導入について

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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 市が発注する建設事業について、直接的な工事コストだけではなく、工期短

縮などによる時間的コストや環境負荷の低減を図る社会的コストなどを総合的

に縮減するため、「北広島市建設事業コストの縮減行動計画」を策定し、具体的

な施策を実行する。 

 同時に、職員の一層の創意工夫、コスト意識の向上などの意識改革を進める。 

 行動計画では、数値目標を設定して、庁内に設置する建設事業コスト縮減推

進本部で定期的に実施状況を検証し、縮減実績について評価を行う。 

 コスト縮減は、次の５分野について実施する。 

 ① 工事等のコスト  ② 時間的コスト  ③ ライフサイクルコスト 

 ④ 社会的コスト   ⑤ 効率性向上による長期的コスト 

 

 

 

 

 建設事業コストを施設のライフサイクル全体で捉え、トータルな意味合いで

コストを削減することや、民間工事等との比較を行って一件当たりの事業コス

トを削減していくことなどは、積極的に推進すべきと考える。 

 

この際、事業費の総額を削減していくことについては、地域産業の振興や雇

用政策の面への影響を十分配慮することが必要である。また、公共事業には新

しい技術開発や高度な施行技術の実証を行うという側面もあり、この点にも配

慮が必要である。 

 職員のコスト意識の改革という観点からは、早期にこの課題に取り組むとと

もに、確実にフォローアップしていくことが必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３-６ 建設事業コストの縮減について

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 



 21

重点項目４ 行政運営システムの改革の推進 

 

 

 

 

 

 市が行う施策や事務事業について、「行政が行わなければならない仕事は何

か」「行政はこの仕事に関与すべきか」という原点に返り、市の業務を次の６つ

に分類する「守備範囲検討フロー」を作成し、実施主体の妥当性や行政の守備

範囲の基本的事項を整理する。（フロー図は資料参照） 

【分類の項目】 

  ①廃止・・事業の開始時と比較して社会経済情勢が変化したり、あるいは

既に当初の目的が達成されており市民ニーズが著しく低下している事務

事業を廃止 

  ②民営化（原則行政は撤退）・・民間の活動を阻害したり、民間と競合して

るもの。すでにサービスの担い手として行政以外のものが存在する事務

事業については民営化を推進。 

③民営化（補助金などの行政関与）・・②と同様ではあるが補助金等行政の

関与がなければ事業継続が難しいと思われる事務事業については補助の

うえ民営化を推進。 

④NPO 等市民との協働で実施・・行政が行わなければならない事務事業の

うち、市との協働による効果や費用対効果の望めるものについて推進す

る。 

⑤外部委託（アウトソーシング）・・行政が行わなければならない事務事業

のうち、費用対効果や効率性、法令との適合性、受託能力の有無を総合

的に勘案し委託を実施。 

  ⑥直営で実施・・①から⑤以外            

 

  

 

行政の事務事業を「市が行うべきか」という原点に戻ることは重要なことで

あり、委託の問題は、職員の削減問題との関係や委託の質の問題も内包してい

るが、委託のもつ意義を積極的に検討する状況が来ているのではないかと考え

る。 

 

この際今までの延長線で行政組織を考えていても、改革は困難であり、民間

４－１ 行政の守備範囲の考え方 

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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であれば、忙しい部署に一時的に人を配置するようなことが簡単にできるが、

行政ではなかなかできない状況にある。まずサービスを先に考えて、それに合

う組織を考えるという逆の発想も必要であり、そこを突破できるような方法、

工夫、努力が必要である。 

 

◇民間委託について 

警察が違法駐車の取締り事務を民間委託する時代であり、建築の確認審査な

ど技術的な部分も含めて委託することが考えられる。水道法の改正により、配

水、給水、料金など個別業務に分けて民間委託をすることが理論的には可能で

有り、具体的に検討してみる必要がある。 

 

運営コスト自体の問題はあるが、施設の利用率が高くなれば１件あたりの利

用コストは安くなる計算になり、施設の運営業務を委託するなどいろいろな手

法が出てきていることから、利用率を高めるための様々な手法を検討する必要

がある。 

 

◇その他 

行政がスリム化し空洞化していっては危険な部門が市役所には存在する。高

齢者の方が市役所へ行った時に、親切丁寧に対応し安心して帰っていただく対

応も必要である。外部委託するとマーケットメカニズムの世界で、採算を考え

ることばかり拡大し、行政としても小さな自治体にするのが当然だという流れ

があるが、直営での対応力を確保する部分も忘れてはならない一面であり、民

間とはマーケットメカニズムが違う部分があるといえる。 

 

市が直営で行うことに全く意味がなくなる訳ではなく、市の業務を公益活動

団体に委託する場合の課題とか、アウトソーシング（民間委託）する場合の課

題もたくさんあり、課題の整理を行う中で、直営で行うことの意味あいが浮か

び上がってくるものである。個別の事業を精査する中でその意味を改めて考え、

直営がいいのか委託がいいのか考えていく必要がある。 
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 行財政改革で行政サービスの廃止や見直しを行う中、サービスの質的向上を

目指す。 

 

１ 窓口サービスの向上 

①複数の申請・手続き等を一ヶ所で可能とするワンストップサービスの導入 

  庁舎の分散による各種行政手続きにおける窓口の分かりにくさや、移動の

煩わしさを解消し利便性の向上を図る。このため転出入や転居などの住民異

動に伴い国民健康保険や老人保健、介護保険などの届け出、手続き等を伴う

ものを基本に構成するとともに、住民票や印鑑証明、税証明など需要の多い

各種証明関係について集約するワンストップサービスを行う。 

②職員の接遇能力の向上を図る 

  窓口サービスにおける職員の市民対応は市民満足度を高める上で重要な要

素となる。すべての職域、職員を対象に意識改革を図る接遇研修プログラム

を実行し、かつ継続していく。 

 

２ 電子自治体の構築と業務改革の推進 

 現在、ＩＴを活用した業務の効率化を目的とした電子政府、電子自治体の構

築が進められており、これらの環境に効果的に接続できる行政システムを構築

していく。 

①各種情報系システム構築の推進 

  今後紙に変わって電子文書が一般的になることが予測され、「文書管理」「電

子決済」「電子入札」「契約」などの電子システムを構築する。 

②行政事務の共有化による市民サービスの向上を図る行政事務データベースの

構築 

  業務の高度化、専門化が進むなか、市民対応が職員個人の資質に頼ったも

のであったり、来庁舎から所管外の業務を問われても対応ができない場合が

多い。このため市役所の基本的な業務に対して、職員全員が把握することが

できるデータベースをつくり、簡易な問い合わせに対してはどの職員でも対

応できるようなシステムを検討する。 

 

 

 

４－２ 行政サービス向上方策について

市がめざす改革の方向性 
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 ワンストップサービスの目的である「待たせない・歩かせない」窓口を構築

する際に、誤った手続きをしてしまうと利便性よりも重大な問題が生じる可能

性がある。ワンストップサービスで扱えるのはどこまでか、また一定の内容を

超えたときに庁舎内の専門の部所に案内する手順など、今後各担当で行ってい

る仕事の過程・プロセスをしっかりと検証するとともに、窓口を担当する職員

の研修内容を含めて、対応を高めていく必要がある。 

また札幌市で実施されているコールセンターと同様なデータベースを構築す

る趣旨は、今後ベテラン職員が相次いで退職してしまうことを考慮した提案だ

と思うが、まず確実にワンストップサービスを実現させノウハウを蓄積するこ

とが重要だと考える。 

 

◇ワンストップサービスについて 

ワンストップサービスの実施にあたっては、手続きの誤りを防ぐためにもマ

ニュアルの作成を行うことが最初に必要なことである。そのうえで、来庁者の

年齢等に合わせた配慮が必要である。たとえば、高齢者の方にはゆっくり大き

な声で話すとか、初めて窓口に来たような若い人には馴染みやすい言葉で話す

とか。電話の対応においても同様な配慮ができるよう対応を考えることが望ま

れる。 

 

また申請書を受け付けてから書類ができあがるまでのおよその時間を知らせ

ることができるようになると、来庁者の印象が良くなっていくものと考える。 

 

◇電子自治体の構築について 

市民サービスにＩＴならではの双方向性に注目してみる必要がある。市民と

協働して行政を行う場合の双方向性を実現するためには、まずパソコンが十分

にあること、そのパソコンが庁舎内のシステムと効率的に繋がっていること、

そしてそれを使える職員がいること。ハード、ソフトそして「人」まで含めた

ものがＩＴインフラであり、例えば小学校 PTA に不審者出没情報を配信するこ

となどは、ＩＴを使いこなす「人」がいることによってこのステップに進むこ

とができるものである。そして公共施設の利用申し込みもインターネットサイ

トでできる自治体もあるように、市民がやりやすくなるようなシステムをイン

ターネットのサイトに組み込んでいくことが今後求められるステップであると

考える。 

 

委員会の提言 
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◇その他 

このワンストップサービスを実施した後に、（充実させた業務マニュアルを活

用して）市役所の基本的な業務のデータベースがあって初めて、職員一人ひと

りがコールセンター的な役割を果たすことができる。まず確実にワンストップ

サービスを実現する必要がある。また、人員配置の問題はあるが、ワンストッ

プサービスの実施にあわせ、開庁時間の延長について今後検討する必要がある。 
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簡素で効率的な組織機構とするために、下記の視点で現行の部・課等の統廃

合または分離などを別紙資料の「領域検討（案）」として整理した。今後は、こ

の考え方に沿って、行政の守備範囲の見直しや北海道からの権限委譲などを考

慮しながら組織改革を進める。 

 

１ 行政組織見直しの基本的視点 

 組織は小さく、職員も経費も少なく、ニーズに応える時間が少なく、施策

実現の機関が短い「簡素で効率的な行政組織」。業務と課名などが明確である

こと。市民利用の便益にマッチしている「分かりやすい行政組織」。企画部門

において、総括的な政策経営推進のための機能を重視する「政策形成、施策

実現可能な行政組織」という３つの視点を重視した。 

２ 組織担当領域の検討 

  現行の部を「領域」、課を「政策部門」としてイメージし、領域間の再配置、

担当業務の移管等がある場合の調整、および細部の業務は組織改変案の立案

とともに人事担当部署において行う。 

３ 民営化、民間委託、協働の推進 

  事務事業の「官」から「民」への移管を考え、行政組織のスリム化を図り

小さな行政組織をめざす。 

４ 広域行政の模索 

  行政事務で広域化によるスケールメリットが図られるものは、近隣市町と

の行政サービス広域化への方策を模索する。 

５ 簡素で効率的な行政組織に関する職員アンケート 

  全職員を対象にアンケート調査を行い、寄せられた８３件の意見について

はスリムな組織、事務の合理化、市民サービスの向上にとって貴重な意見が

多く、更なる議論を行い改善の方向性を見出していく。 

 

 

 

  

市役所の仕組みを変えるのは、単に組織の作り変えではなく、例えば「学校

と社会の融合」という目的に基づき教育委員会の二つの部を一つにすることや、

市民との協働を充実させる目的から新設されている課もある。市役所の仕組み

４－３ 簡素で効率的な行政組織をめざして

市がめざす改革の方向性 

委員会の提言 
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と今後の市政運営の方向性はリンクしており、今後の政策の重点化が行われる

部門、需要が高まる部門・領域は、増やしていかなければならない部門である

いえる。また、職員同士の連携をめざしたスタッフ制のみならず、行政課題を

解決するために係りや課同士が組織として連携する仕組みも検討してみる必要

がある。 

 

◇組織担当領域について 

領域検討素案の中の新しい領域の中で、「政策経営推進」という領域について

市民に対して表明する際に、「経営」というと企業のお金やビジネスのことにな

ってしまいがちである。自治体をマネージメント（経営管理）する意識は、職

員の中に持ちつづけなくてはならないが、それを翻訳して経営という言葉に置

き換える必要はないと考える。「政策経営」となっている領域・部門は、「政策

推進」の方がシンプルであり、広い目で本当の自治体をどうするのかという観

点から見て、企画調整していく必要がある。 

 

政策部門のうち財政を扱う部門に「自治体経営」とあるが、財政を担う際に

経営的視点を持つことは必要ではあるが、自治体の収支を担う分野を表現する

には、やはり財政という言葉が適切ではないかと考える。 

  

消防の領域については、総職員数に占める消防職員の割合が高い状況にあり、

消防業務の広域化について検討するのと同時に消防の本来業務を行いながら、

従来の消防の領域に新しく防犯や交通安全等の業務を行うことなどの領域の見

直しを行っていくことも検討する必要がある。 
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 財政危機に直面する中、人件費の抑制は財政再建に切り離せない課題であり、

最小の経費で最大の効果を上げる地方自治運営の基本原則に立ち返り見直しを

実施する。 

 

１ 職員数の適正管理 

 ① システムの改革 

職員数の適正管理には業務体制の改善、職員意識の改革、あるいは行政サ

ービスの取捨選択などが考えられるが、今後は各種業務のアウトソーシング

（民間への委託）や市民や NPO との協働に委ねるシステムの改革を検討する。 

 ② 職員定数の計画 

業務の民間委託や民営化、指定管理者制度の導入、事務の広域処理、行政

組織のスリム化、市民との協働などの行財政構造改革の取組みを徹底的に実

施し、職員の年齢構成に十分配慮しながら、新規採用を抑制することにより、

今後 10 年間の定年退職者に対する補充を 5 割程度とする。 

２ 人事制度 

  厳しい行財政環境の下、職員の意欲を上げるため職務上の実績を評価し昇

任・昇格あるいは給与面での反映を行うことが考えられる。今後人事制度の

改革にあたっては次のような事項に着手する。 

① 昇任・昇格などの処遇の透明化 

② 職員と管理監督者との面談による目標管理制度の導入 

③ 能力評価と業績評価などの人事評価制度の導入 

④ 能力業績を反映させる給与制度への転換 

⑤ ジョブローテーション制度の導入  

３ 給与制度の見直し 

  市職員の給与制度は、おおむね人事院勧告に基づく国の給与制度と歩調を

合わせて設けられている。なお、住居手当や主査職・課長職における昇格な

どで国との差があるため見直しを図る。 

  特殊勤務手当のうち、本来業務に対する月額支給についてはあり方を検討

し、管理職特別勤務手当については、廃止に向けた検討を進める。 

 

 

 

４－４ 職員数の適正管理及び人事・給与制度等の見直し

市がめざす改革の方向性 
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この職員の適正管理の提案は、市の逼迫した財政事情が背景にあり十分理解

できるが、職員トータルの意欲が減少してしまっては運営に支障をきたしかね

ない状況が考えられる。また２０代・３０代の人たちは心のコア（郷土愛）の

部分を最初につくっておかないと辞めてしまうことになりかねないように思う。

北広島に愛着をもった人材を育てることに早めに手を打つことが重要である。 

 

◇職員数の適正管理について 

新規採用職員の育成については、時間がかかることから、今後退職者の増加

を見越してある程度経験を積んだ３０歳代を補充することも考える必要がある。

また、専門職の充実も求められており、新しい時代に対応した職員の採用、育

成をしていくことも必要である。 

 

保育のような現場では、若い保育士ばかりになると、保育環境としてはアン

バランスになるように感じられる。現場での年齢構成というものも考える必要

があり、子育て支援や食の教育という新しいニーズも出ていることから、年齢

構成という問題も含めて職員をどのように配置して行くかということを考慮す

る必要がある。 

 

職員が増えない中でサービスの水準を落とさないようにするには、サービス

の量や質を基準に職員を配置するという視点も重要である。また、各種の業務

を民間に委託した場合に、サービスの質が維持又は向上すれば問題はないが、

サービスが低下しては、委託は逆効果となり、なおかつ採算があわないと委託

料が増高する可能性がある。委託などでスリム化した業務でも、サービスに弊

害の出ないよう契約の中で明記し、しっかりとした業務管理を行うことが望ま

れる。 

 

行政改革、行政効率を追及しながらも、新しいニーズに対応していくために

人員を増やす部分も必要であり、人員を削減すること自体が目的とならないよ

う配慮し、新しいニーズや、将来のビジョンに対応できる余力も担保しておく

必要があると考える。 

委員会の提言 
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 市職員のあるべき姿を明確にしたうえで、人材育成の基本となる「採用」「研

修」「異動」「職場管理」「人事考課」「給与」「昇任」の制度について改革を行う。 

１ 人材育成の具体的方策 

（１）人材の確保 

◇採用情報の積極的の発進の強化、受験資格の弾力化 

  インターネット媒体の活用や、試験日、受験資格の弾力化を図る。 

◇優秀な人材確保のための試験方法の検討 

  人物評価の精度を高めるアプローチを行い、人物重視の試験方法を検討す

るなど。 

（２）人材の開発 

◇自己啓発に係る支援  

  自ら多様化する行政課題に取り組むための調査研究に対する支援策や、職

員が市民との協働を推進するための支援策を策定する。 

◇職場研修の推進 

  職場を学習の場、人を育てる場としてとらえ、切磋琢磨する風土づくりを

図るなど 

（３）人材の活用 

◇育成型ジョブ・ローテーションの導入 

  新規採用職員については、一定の期間内に管理、窓口、事業部門を経験さ

せるルートを複数設定し多くの経験を積む制度を確立する。 

◇任期付職員採用制度の検討 

  高度な知識を要求される職員や一時的な業務増加などに期限付きで職員採

用する制度の導入を検討する。 

◇複線型人事制度 

  職種の概念にとらわれず「ゼネラリスト（総合職）」」「エキスパート（専任

職）」「スペシャリスト（専門職）」の育成を行う複線型人事制度の導入に向け

た調査研究を行う。 

（４）人材の評価 

◇人事考課制度の検討 

  目標管理手法や自己申告制度と連携させ、客観性のある人事考課制度へ向

け充実を図る。 

 

４－５ 人材育成の手法 

市がめざす改革の方向性 
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 現在の税金、財政、福祉など、どの分野においても複雑化、専門化しすべて

においてエキスパート（専任職）が求められるような状況になってきており、

その職員の専門性の育成と同時に、専門性を身に着けた職員同士、縦割りを廃

し相互の連携を深めるような仕組み作りも優先して検討していく必要がある。 

 

◇人材の活用について 

 エキスパート（専任職）の育成については、功罪両面があり、専任職として

長い間同じ場所に勤務すると経験主義に陥ってしまい、新しいニーズへの対応

が遅れてしまう可能性がある。今のシステムを変えることが良い面ばかりとは

限らないので注意する必要がある。 

 

育成型ローテーションと複線型人事制度との関係をどのように連続させ融合

していくのか検討する必要があり、また現行の人事管理上にどのような問題が

存在し、今後職員が減少していく中でどのような課題が予想されるのかを具体

的に洗い出し、対策を検討していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会の提言 
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お わ り に  

 

これからの自治体は、画一的な制度設計や硬直した考え方を極力排し、柔軟

で融通の利く考え方を重視する必要があります。このたび市から提案された改

革の方向性については、そのことを十分感じさせるものとなっており、この草

案の作成に携わった多くの職員の改革への意欲を、今後策定される具体的な行

動計画とその実行に結び付けていかれることを希望するものです。 

今回示された改革の方向性の中では、市民が行政サービスの便益を受ける際

に新たな負担が伴うことも考えられますが、そのためには、既存の行政運営の

あり方をより効果的・効率的な方法に変え、市役所が率先して改革・改善を行

う前向きな姿勢を示していく必要があります。また、新たな政策を実施したり、

改革を行う場合には、市民に分かりやすく情報を提供し、市民の理解を得なが

ら進めることが大切です。 

市は、今まで以上にコスト意識の徹底を図るとともに、市民ニーズを的確に

把握し、市民の満足度が高まるような事業を推進するため、改革の作業を急が

なければなりません。 

最後に、この提言に基づく改革・改善をできる限り速やかに実施し、市民の

視点で行財政構造改革を推進されるよう委員一同切に願うものであります。 
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図１ 守備範囲検討フロー 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                        
                                            

事 務 事 業 

Ⅰ 分  類 
法令等により行政に実施の義務規定がある

ものと、ないものとの２区分に分類する。 

・法令により行政に実施の義務規  
 定がある事務事業 
（戸籍、市税賦課、義務教育や生活

 保護等の事務事業）   

・法令による奨励（選択）事務事業 
・条例等により市の制度や奨励（選択）事業と

 して位置付けしている事務事業  
・予算措置のみで行っている事務事業 

Ⅱ 分 類 
上記事務事業について、行政が実施する必要性があるのかどうかを「民間で

できることは民間に委ねる」ことを基本に以下の４区分に基づいて廃止、民

営化、行政の関与が必要な民営化、行政が行う事務事業の４区分に分類する。 
 

行政が行わなければな

らない事務事業 

①廃 止 ② 民 営 化 

（原則行政は 

 撤退） 

③民 営 化 
（補助金やそ

の他の行政の

関与が必要） 

④NPO 等市民

との協働で実

施 

⑤ 外 部 委 託

（アウトソー

シング） 

⑥直営で実

施 
 
 
 

Ⅲ 分 類 
行政が行わなければならない事務事業

に分類されたものであっても、市が全

ての実施主体である必要はなく、費用

対効果や効率性、行政責任の確保、法

令との適合性、受託能力などを総合的

に勘案しながら、多様なサービス提供

の実施主体の活用を検討し、以下の③

から⑤に区分することを追求し、区分

できなかったものを⑥とする。  
 

１．事業の開始時

と比較して社会

経済情勢が変化

したり、あるいは

既に当初の目的

が達成されてい

るものや、利用者

が減少するなど

市民ニーズが著

しく低下してい

る事務事業 
   
 

２．民間の活動

を阻害したり、

あるいは民間

と競合してい

るもの。既にサ

ービスの担い

手として行政

以外のものが

存在する事務

事業 
 

３．２と同様に行

政以外にサービ

スの担い手は存

在するが、補助金

等の行政の関与

がなければ事業

継続が難しいと

思われる事務事

業  

４．行政以外にサ

ービスの担い手

がない事務事業

 

資料１



領域外の異動

領域内の異動

新規業務

領域の全面見直し

変更の内容

1 企画財政部 企画調整課 総合計画
総合計画・行政施策
の策定、進行管理

政策推進 政策推進

政策評価 政策評価

地方分権 政策課題

企画調整 行財政改革

統計調査

国・道関連調整･要望 庁内調整

市行政の総合調整

庁　議

統　計

広域行政

まちづくり推進課 広域行政

広　聴 (行政管理領域・市民サービスへ）

広　報 行政管理領域・情報計画へ）

都市計画課 基本計画

施設計画

都市マス・緑の計画 （都市整備領域・都市計画へ）

都市景観

開発調整

（理事） 財政課 財　政 経営の運営方針 財政

予　算 財政運営管理

行財政改革担当 行政改革

（総務部秘書課より） 市長施策実現課題研究 政策秘書

簡素で効率的な行政組織  領域検討（案）

（領域）

領域検討（案）現行体制

部
備　考

課 （政策部門）（業務内容）業務内容

資料２



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

2 総務部 総務課 総　務 総務一般 総務・職員 行政管理

法　規 法制･訴務

庁舎・車両 庁舎管理

人事・研修 人事・職員

給与・共済

情報推進課 情報公開 行政･地域情報化 情報推進

情報化推進 文書管理・公開

（企画財政部より） 市民広報

秘書課 秘　書 （政策経営推進領域政策秘書へ）

国際・姉妹交流 （市民、環境・市民協働へ）

税務課 税　制 市　税 地方税

市民税 地方税制

諸　税 賦　課

土　地

家　屋

納税課 管　理 徴　収

徴　収

防災・防衛担当 防災・防衛 防災・防衛 防災・防衛

（業務内容） （領域）

領域検討（案）

（政策部門）業務内容

現行体制

備　考
部 課



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

3 市民環境部 市民課 戸籍住民 戸籍・住民登録関係 市民窓口 市民・環境

出張所（3） 事　務 各種証明

住民センター連絡所 連絡所 出張所（3）・連絡所

エルフィンパーク
市民サービスコーナー

市民サービスコーナー

ワンストップサービス

(市民課) 国保給付

国保賦課

医療給付

国民年金

市民生活課 市民生活 コミュニティー 市民生活

衛　生 防犯、人権、平和

交　通 公共交通･交通安全

（企画財政部より） 広　聴

（経済部、商業労働課より） 消費者相談

環境課 環境保全 環境･公害 環境・衛生

計画管理 自然保護

廃棄物 鳥獣保護

廃棄物全般

し尿処理

衛生・浄化槽・霊園

（理事） 男女平等参画担当 男女平等参画・ＮＰＯ

廃棄物処理等担当 廃棄物広域処理

（企画財政部より）　　 まちづくり推進 市民協働

行政交流

（社会教育課より） 国際交流・姉妹都市

男女平等参画関係

ＮＰＯ関係

各種団体への支援

（業務内容） （領域）

領域検討（案）
備　考

現行体制

部 課 業務内容 （政策部門）

出張所･連絡所
の連絡調整

　　（保険福祉領域
　　・医療、保険、年金へ）



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

4 保健福祉部 福祉課 福祉庶務
民生・児童委員、保護司、
赤十字

社会福祉 保健福祉

福祉計画 福祉関係団体支援

障害者福祉 身体・知的障害者支援 福祉センター

高齢者福祉

高齢者相談

生活保護 福祉事務所に属する業務

児童家庭課 母子福祉 母子･父子家庭支援 児童・家庭福祉

保　育 保育所・学童 保育園（4）

少子化対策

福祉センター 療育指導 児童福祉全般

保育園（4） 保　育 子育て支援

（理事） 介護保険課 認定・相談 介護保険 高齢者福祉

給付・資格 在宅介護支援

保険料 高齢者保健福祉

健康管理課 健康管理 健康管理事業 健康づくり推進

保健指導 保健指導

救急センター（医師会）

（市民生活課より）　　　 健康保険 医療・保険・年金

国民年金

乳幼児・老人・母子家庭・重度
障害者医療

領域検討（案）

備　考
（政策部門）（業務内容） （領域）部 課

現行体制

業務内容



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

5 建設部 庶務課 庶　務
道路･河川認定等
台帳管理･許認可

都市施設総務 都市整備

地籍調査成果の
整備・保管

用　地 用地事務一元化

渉外業務

土木課 土　木

都市整備課 都市施設
道路・河川・公園緑地など
の公共施設整備

都市施設整備

緑化推進 花･緑の普及推進

公園管理

区画整理

建築課 建築工事 公共建築物 建　築

建築指導 建築確認

住宅管理
市営住宅建築物、住宅相談、
建設リサイクル

公共施設ストック計画

土木事務所 道路維持
道路・河川・公園緑地の
公共施設維持管理

都市施設管理 土木事務所

除排雪
交通安全施設･
交通障害対策

河川維持 排水機場

道路･河川管理 駐車場･駐輪場

（理事） 渉外担当

審査・検査担当 （会計領域・審査、検査へ）

備　考
（業務内容） （政策部門） （領域）課 業務内容

領域検討（案）

部

現行体制



都市計画全般 都市計画

（企画財政部より）　　 開発行為関係

景　観

都市交通計画

緑の計画

区画整理



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

6 経済部 農政課 農業振興 農・林業産業全般 農業政策 経済産業

畜産林務

農　産

農地保全

商業労働課 商業･消費
（消費者相談業務を市民環境
・市民サービスへ）

商・工業産業全般 商業労働政策

労働･雇用 労働・雇用

新産業創出

工業振興課 工業振興

7 水道部 業務課 庶　務 上水道経営 上水道経営 ライフライン

料　金 料金 （公営企業）

給　水 各戸給水装置

水道施設課 工　事
上水道施設の整備・保守

管理
上水道施設整備

管　理 水質管理 （公営企業）

下水道課 事　務 下水道経営 下水道経営・施設整備

工　事 施設建設

計　画 保守管理 下水処理センター

管　理

下水道処理センター 庶務・管理

備　考
（業務内容） （領域）（政策部門）

領域検討（案）

部 課

現行体制

業務内容



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

8 会計室 会計課 収　入 収　入 会　計 会　計

審査・支出 支　払

契約課 物品・財産 契約の一元化 契約･管財

工事契約 財産管理、用度

（建設部より） 工事等の審査･検査 審査・検査

9 議会事務局 議　会 議　会 議会事務局全般 議会事務局 議　会

10 農業委員会事務局 農地振興 農地振興 農業委員会業務全般 農業委員会

11
監査委員事務局

監　査 監　査
監査委員事務局業務 監査委員事務局

12
選挙管理委員会
事務局

選　挙 選　挙
選挙管理委員会
事務局業務全般

選挙管理委員会
事務局

備　考
（業務内容） （政策部門）

領域検討（案）

（領域）

行政委員会

業務内容部 課

現行体制



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

教育委員会 教育委員会

13 管理部 管理課 庶　務 教育管理 教育総務

教育委員会会議

学校教育予算

学校施設整備・管理

教育計画関係等総括

学校教育 教職員対応 学校教育

教職員 幼稚園対応

施　設 学校教育業務

小・中学校 教育問題対応

学校給食センター 業　務 学校給食 給食センター

14 生涯学習部 社会教育課 社会教育 社会教育 生涯学習

国際交流 （市民・環境・市民協働へ） 体育スポーツ 総合体育館

文化財

青少年課 青少年 青少年健全育成事業 青少年教育

青少年関係事業

体育課 体　育

総合体育館 管理指導

芸術文化ホール 管理運営 芸術文化 芸術文化振興 芸術文化センター

企画振興 文化財

図書館 業　務 図　書 図書館

普　及

現行体制 領域検討（案）
備　考

部 課 業務内容 （業務内容） （政策部門） （領域）



領域外の異動 領域内の異動 新規業務 領域の全面見直し

変更の内容

15 消　　防 消　　防

消防本部 総務課 総　務 消防本部総務全般 消防本部総務 消防本部

管　理 職　員

予防課 予　防 火災予防全般 火災予防

保　安 危険物

査　察 防火組織

警防課 警　防
消防・救急救助計画、消
防水利、消防機材、訓練

警　防

消防署 消防課（2） 消　防 消　防 消　防 消防署

救　助 救急・救助

指　令 通　信

救　急 指　令

査　察 査　察

出張所（2） 消　防 出張所（2）

査　察

（救　急）
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備　考
（領域）（業務内容） （政策部門）

領域検討（案）

部

現行体制

課 業務内容
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